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１ 研究の進捗状況等 

2025 年度に北・東・西（東部）アフリカで実態調査を実施した。その結果を受け、理論
の再構築にも貢献できる内容となった。研究は全体として軌道にのってきており、さらに
調査内容を精査し、成果を報告する予定である。研究は 5 つに分かれているが、それぞれ
の分野で進捗が見られた。 

①食料安全保障構造理論の構築

食料安全保障概念が対ヨーロッパから対グローバル・サウスへと変動する中で、各国政
府の政治基盤が脆弱化し、食料安全保障構造に直接影響を与えている点が明らかになっ
てきた。このため、政治構造を含む国家の存立と食料安全保障との関係を明らかにする必
要が出てきた。本研究の対象国は、IMF の構造調整により融資を受け取っており、その返
済をめぐって食料安全保障構造が変動してきている。1980 年代とは異なるこの負債返済
問題が国家の社会・政治制度の基盤を揺るがしており、これを想定した理論構築を試み
る。 

②北・東アフリカにおける食料安全保障構造の変化の実証分析

東アフリカではタンザニアで、農家レベル、コミュニティ・レベル、地域レベルの食料
安全保障構造の調査を実施し、利益追求志向の食料作物の取引が強まっている（相互扶助
志向の取引が弱まっている）ことで、それら 3 つのレベルの食料安全保障の水準が低下し
ている一方で、政府介入（国家レベルの食料安全保障）や換金作物の好調さが、その水準
を押し上げる役割を果たしていることが明らかになった。 

北アフリカでは、エジプトとチュニジアで、食料安全保障構造の大きな変化、特に政治
構造の変動の側面から実態調査することができた。両国では主食用の小麦生産が増加せ
ず輸入に依存しているが、輸入先のグローバル・サウス諸国からの輸入量がウクライナ戦
争以降減少し、価格も高騰し、食料危機を迎えそうになった。それぞれ別の方法により一
旦危機は乗り切られたが、潜在的な食料安全保障構造の基盤が確立できていないことが、
明らかになってきた。 



 

別 

③ 西アフリカ（東部）における食料安全保障構造の変化の実証 

 2025 年度は 2 月にナイジェリア現地調査を実施し、同国の食料安全保障構造の変化に関
して国際協力機構（JICA）・日本国大使館やヤクブ・ゴウォン大学の関係者などに対する
聞き取り調査を行った。また、アブジャ連邦首都領域の農村を訪問し、食料生産・流通な
どに関するフォローアップ調査も実施した。さらに、ナイジェリアでは政府の機能不全を
補う形で、農業関連のさまざまなスタートアップ企業が事業を展開し始めており、そうし
た新興の「アグリテック」についても継続的に情報を収集した。今後は、そうしたナイジ
ェリア現地調査で収集した食料安全保障構造に関する情報やデータを精査・考察し、2026
年度に論文などの形で公表する。 

 

④ アフリカ全体の食料安全保障構造の変化と、グローバル・サウスとの貿易構
造の変化の比較研究 

 北アフリカにおける食料安全保障構造が、2000 年代に大きく変動し、さらに 2020 年代
になって再変動していることが明らかになり、研究は進捗している。 

2000 年代における変動では、対ヨーロッパ諸国に対する食料貿易構造の依存から、対
グローバル・サウス諸国との貿易構造の変化が市場経済化に伴いながら行われたことが
明らかになったが、2020 年代においては市場経済メカニズム以外の側面から貿易構造が
変動してきていることがわかった。それは、多国間における貿易制限であったり、戦争の
勃発であったり、自然環境の利用の制限であったりしている。これらの問題を中心に 2020
年代以降の貿易構造の変動を食料保障構造の分析に繰り込む研究を進めつつある。 

 

⑤ 多重レベルでの食料安全保障構造の変動に基づく今後の開発援助の政策
の提言 

食料安全保障構造の変動に基づく開発援助の提言に関しては、エジプトと東アフリカに
おける食料増産について新たな提言が可能になっている。 

しかし北アフリカにおいては、提言作成までに至っていない。 
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